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要旨　近年、野生動物と人間活動との軋轢が世界各地で急増しており、日本においても野
生動物との軋轢はさまざまな種類のものが起こっている。なかでも、野生動物による被害
問題は一般に「獣害問題」と呼ばれており、イノシシ、シカ、サルなどの中・大型哺乳類
によって農作物や耕作地が荒らされるといった農業被害や人身被害が全国的に発生してい
る。現在の鳥獣被害対策の中で、狩猟者は捕獲従事者という対策の実践者として位置づけ
られているが、そんな狩猟者の減少は全国で問題視されている。その減少の要因には、狩
猟に関する規制の強化、そして狩猟への新規参入の手立てがなされないままであるという。
そこで本稿ではまず、イノシシによる農作物等の被害、また新たに外来生物であるキョン
による農作物被害が増加傾向にある千葉県勝浦市、および木更津市において、鳥獣被害対
策を作成する鳥獣被害対策協議会に関する事項を整理する。次に、勝浦有害鳥獣対策協議
会会議録から自治体で行われている鳥獣被害対策がどのような議論の下、実施されている
のかを分析し、現在、自治体で行われている有害鳥獣対策がどのように構築されているの
かを考察する。最後に、以上の分析から広域的な有害鳥獣対策協議会の在り方に対して提
言を行うことを目的とする。
1 ．はじめに
　近年、野生動物と人間活動との軋轢が世界各地で急増しており、その内容は人間の生命
にかかわる問題から経済活動や生産活動にかかわる問題、日常生活に不快感を与える問題
まで様々なものがある（Woodroﬀe et al. ed., 2005、鈴木 2007）。日本においても野生動物
との軋轢はさまざまな種類のものが起こっている。なかでも、野生動物による被害問題は
一般に「獣害問題」と呼ばれており、イノシシ、シカ、サルなどの中・大型哺乳類によっ
て農作物や耕作地が荒らされるといった農業被害や人身被害が全国的に発生している（赤
星 2004）。
　そういった「獣害問題」の中でも野生鳥獣による農作物被害額は、近年、200億円前後
で推移している状況にあり、被害のうち、全体の 7割がシカ、イノシシ、サルによるもの
である。また鳥獣被害は営農意欲の減退や耕作放棄・離農の増加、さらには森林の下層植
生の消失等による土壌流出、 希少植物の食害、車両との衝突事故等の被害ももたらしてお
り、被害額として数字に表れる以上に農山漁村に深刻な影響を及ぼしている。このような
鳥獣被害が深刻化している要因としては、鳥獣の生息域の拡大、狩猟者の高齢化・減少と
いった狩猟による捕獲圧の低下、耕作放棄地の増加、過疎化・高齢化等に伴う人間活動の
低下が挙げられている（農林水産省 2017）。
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　現在の鳥獣被害対策の中で、狩猟者は捕獲従事者という対策の実践者として位置づけら
れている。狩猟者の減少は全国で問題視されているが、その要因として病気や高齢化以外
にも狩猟に関する規制の強化、そして狩猟への新規参入の手立てがなされないままである
とする指摘がある（上田他 2014）。
　本稿ではイノシシによる農作物等の被害、また新たに外来生物であるキョンによる農作
物被害が増加傾向にある千葉県勝浦市、および木更津市において鳥獣被害対策を作成する
鳥獣被害対策協議会に関する事項を整理し、現在、自治体で行われている鳥獣被害対策が
どのように協議会で執り行われているのかを分析し、現在の政策に対して提言を行うこと
を目的とする。
2 ．「獣害問題」に関する先行研究
2-1．狩猟者減少に関する研究
　鳥獣被害の深刻化の要因の一つとして、狩猟者の減少が取り上げられている。
　狩猟者数の変動を都道府県別・年齢別に分析したUeda et al.（2010）は、1980年代の10
年間でほとんどの年齢層が全国で減少に転じていたことから、全国共通の要因が狩猟者の
減少に影響した可能性を指摘しており、その可能性として1978年の銃刀法改正による銃の
所持許可に関する手続きの厳格化と鳥獣保護法改正による狩猟免許試験制度の創設を挙げ
ている。また1990年代以降西日本を中心にわな猟免許所持者が増加し、2000年以降、その
傾向が東日本に拡大していることを指摘している。
　上田他（2012）は狩猟者の減少は日本特有の現象ではないことを指摘する一方で、日本
における狩猟者の減少要因を調べた研究は多くないとしている。そこで狩猟免許非更新者
に対してアンケートを行い、減少要因を調査した結果、元網・罠猟免許所持者は元第 1種
銃猟免許所持者よりも平均年齢が約 7才若く、狩猟経験も10年以下であることを明らかに
した。彼らの多くは鳥獣被害を減らすために狩猟を始めたが思った以上にお金がかかるこ
と、被害軽減効果が十分に得られるわけではないこと、仕事を持つ身では捕獲活動に十分
な時間を割くことができないことを実感したことで目的を達成できないまま狩猟免許の更
新をあきらめたものと考えられるという。一方、狩猟に対して多様な魅力を感じ長年続け
てきた元第 1種銃猟免許所持者は病気や高齢化という自然減の要因以外に、主に猟銃の規
制強化と狩猟にかかる経費の高さが、次いで残滓の処理問題や狩猟環境の悪化が狩猟を辞
める要因となっていることを明らかにした。また以前と比べて銃猟の規制強化が辞める理
由の上位に挙げられるようになっていることを指摘し、2008年、および2009年に改正銃刀
法により猟銃に関する規制が強化されたことを受け、狩猟者の減少に繋がる可能性を指摘
している。
2-2．「獣害」を受ける地域住民に関する先行研究
　日本の「獣害問題」には、その地域で生活する様々な人々が関わっている。
　その中で「獣害」を起こす「野生動物」に関して、地域としての「言い分」がどのよう
に形成されていくのかを分析した赤星（2004）は、野生動物がもたらす被害によって野生
動物に対しての好意的な個人的意見は地域住民の間で共有されず、「沈黙」として排除さ
れやすいことを明らかにした。そのため、地域の共通意見として「害獣」視が外部に表出
53
千葉県勝浦市および木更津市における獣害対策構築に関する行政資料の分析（福澤）
しやすく、またそれらの意見が野生動物の駆除の土台にあることを指摘している。
3 ．千葉県における鳥獣被害の現状
　千葉県内で発生している農作物への鳥獣害の中でも、最たるものがイノシシによるもの
であり、イノシシによる農業被害額の割合は平成23年から27年において50％前後で推移し
ている（表 1）。
表 1　千葉県における鳥獣別被害金額（千円）
加害鳥獣名
被害金額（千円）
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
イノシシ 201,236 199,917 167,094 190,762 210,287
サル 17,724 23,784 21,556 18,107 16,591
シカ 5,488 4,263 5,980 8,724 11,205
ハクビシン 38,551 42,609 39,650 39,396 49,223
タヌキ 5,192 6,022 6,652 7,137 5,803
アライグマ 10,696 10,314 11,153 11,745 10,571
ネズミ 2,332 1,149 514 1,552 1,185
ウサギ 788 3,165 745 1,227 2,033
キョン 598 623 803 779 944
その他獣類 246 1,339 284 866 1,775
獣類小計 282,851 293,185 254,431 280,295 309,617
カラス 27,536 31,460 34,221 38,650 42,888
ムクドリ 7,481 8,033 9,371 9,250 3,073
スズメ 3,809 5,573 4,889 4,644 5,685
ヒヨドリ 20,478 32,452 17,753 25,774 14,603
ハト 7,809 7,313 3,479 14,142 7,717
カモ 3,738 3,041 3,523 3,840 5,156
キジ 677 824 1,770 2,411 770
サギ 4 95 56 43 223
その他鳥類 3,041 4,538 16,357 2,079 2,834
鳥類小計 74,573 93,329 91,419 100,833 82,949
鳥獣不明
合計 357,424 386,514 345,850 381,128 392,566
（『有害鳥獣による農作物被害状況（H23～27）』より転載）
　また表 2の鳥獣別被害面積を見ると、被害として県が把握している面積は獣類と鳥類で
大きく違いがあるわけではなく、平成23年度から平成27年度までの過去 5年間における被
害面積ではどの年も若干ながら鳥類による被害面積の方が多い。
　しかし鳥獣別被害金額と被害面積と合わせてみると獣類、特にイノシシの場合、被害面
積 1 haにおける被害額が高くなる傾向にあり、発生地域一箇所において被害が集中しやす
い傾向にあると言えるだろう。
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表 2　鳥獣別農地被害面積（ha）
加害鳥獣名
被害面積（ha）
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
イノシシ 331 342 228 278 293
サル 23 24 22 22 22
シカ 14 12 15 17 18
ハクビシン 39 46 31 39 38
タヌキ 13 15 13 15 15
アライグマ 10 11 7 9 8
ネズミ 5 4 1 2 4
ウサギ 0 3 3 3 5
キョン 0 0 1 1 1
その他獣類 0 2 0 1 3
獣類小計 437 461 321 387 406
カラス 422 425 427 430 138
ムクドリ 7 7 9 7 104
スズメ 49 48 42 38 146
ヒヨドリ 32 39 17 21 16
ハト 29 29 17 51 136
カモ 7 5 6 3 5
キジ 3 4 5 4 2
サギ 0 0 0 0 1
その他鳥類 18 18 39 2 1
鳥類小計 567 575 562 556 548
鳥獣不明
合計 1,004 1,035 883 943 954
（『有害鳥獣による農作物被害状況（H23～27）』より転載）
　そこで千葉県第二種特定鳥獣管理計画（イノシシ）において、農作物被害が常態化して
おり、引き続き対策を行っていく被害対策地域として区分されている勝浦市（図 1）、お
よび木更津市（図 2）における鳥獣被害防止計画を比較し、行われている対策と取り組み
がどのような実施体制の下で行われているのかを取り上げる。
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　千葉県勝浦市の人口は18,672人、8,694世帯（平成28年10月 1日）、市面積は60.42km2（平
成28年 1月 1日現在）である。千葉県木更津市の人口は134,733人、55,836世帯（平成28年
10月）、市面積は138.95km2（平成28年 1月 1日現在）である。また表 3は勝浦市の地目別
土地面積を示したものであり、表 4は木更津市の地目別土地面積を示したものである。
表 3　勝浦市地目別土地面積（単位：km2）
平成25年 平成26年 平成27年 平成28年
宅地 5.2 5.2 5.2 5.2
田 10.2 10.2 10.2 10.2
畑 4.7 4.7 4.7 4.7
山林 28.5 28.5 28.5 28.5
原野 9 9 9 9
池沼 ― ― ― ―
雑種地 2.6 2.7 2.8 2.8
その他 0.07 0.019 0.019 0.019
合計 60.4 60.4 60.4 60.4
（平成29年度版数字で見る勝浦市の姿、p. 5、土地の状況より転載）
図 1　千葉県勝浦市位置（筆者作成） 図 2　千葉県木更津市位置（筆者作成）
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表 4　木更津市地目別土地面積（単位：km2）
平成25年 平成26年 平成27年 平成28年
宅地 24.3 24.4 25 25.1
田 25.2 25.2 24 24
畑 7.9 8 8 8
山林 34.3 34 34 34
原野 1.9 1.9 1.9 1.8
池沼 0.04 0.04 0.04 0.04
雑種地 8.2 8.4 9 9.2
その他 36.9 36.9 36.9 36.9
合計 138.7 138.7 138.7 138.7
（平成28年度木更津市統計書、p. 3、3・地目別土地面積より抜粋）
　表 3、 4から、両市とも土地の利用については大きな変化はないと言えるだろう。
　また表 5は平成25年度から平成28年度における勝浦市の鳥獣被害の推移である。表 6は
平成25年度から平成28年度における木更津市の鳥獣被害の推移である。
表 5　勝浦市項目別鳥獣被害の推移
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
被害面積（ha） 6.5 11 8.1 6.6
被害量（t） 13.1 27.8 33.5 26.8
被害金額（千円） 2,957 5,839 5,544 4,784
（平成25年度～平成28年度『市町村別被害状況』より作成）
表 6　木更津市項目別鳥獣被害の推移
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
被害面積（ha） 23.3 21.6 24.3 19.8
被害量（t） 42.8 58.1 61.1 47.3
被害金額（千円） 10,305 15,052 17,778 21,966
（平成25年度～平成28年度『市町村別被害状況』より作成）
　ただし統計上挙げられている田畑面積における被害面積の割合は勝浦市の場合、およそ
0.4％（田畑合計面積14.9km2（平成28年時）における被害面積0.066km2（平成28年時）、木
更津市の場合、およそ0.6％（田畑合計面積32km2（平成28年時）における被害面積0.19km2
（平成28年時））となっていることから、被害を受ける地域はどちらも局地的なものであ
ることがうかがえる。同時に局所的なものであるため、同じ市内でも市街地で生活する地
域住民からの獣害に対する理解を得づらい状況にあると考えられる。
4 ．鳥獣被害防止計画のもとで実施されている獣害対策
　勝浦市、および木更津市では平成26年度から平成28年度までを期間とした鳥獣被害防止
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計画が策定され、この計画をもとに有害鳥獣の捕獲や被害防除が実施されていた。
　各自治体の被害防止計画の対象として、イノシシ、ニホンジカ、ニホンザルのほかにそ
れぞれの自治体で問題となっている、あるいは問題となることが懸念される野生鳥獣が挙
げられている。捕獲などの対策の実施は猟友会に委託していることが多く、委託された猟
友会は鳥獣被害防止計画のもと銃や罠を使用して野生鳥獣の捕獲を実施していた。また電
気柵や金網柵といった防護柵による農地の囲い込みによる防除も行われていた。
　各自治体の鳥獣被害防除における課題としてどちらも挙げていたのが捕獲事業従事者の
高齢化及び減少であった。また防除における課題として挙げられていたのが修繕や維持管
理などによる費用の増大であった。また今後の取り組みでは、今後予想される狩猟者の高
齢化及び減少に伴う捕獲事業従事者の減少にいかに対応するか、などが見られた。
　また図 3、 4はそれぞれ勝浦市と木更津市における鳥獣による被害が発生した際の連絡
体制を模式図化したものである。
　この模式図からは、勝浦市においては被害連絡がまず市役所に統一されており、木更津
市の場合は複数の連絡先が設定されている。木更津市の場合、近年、イノシシによる農作
物等被害が増加している自治体であることを考慮すると、連絡体制といった仕組みにして
（平成26年度木更津市鳥獣被害防止計画より作成）
図 4　木更津市における緊急時連絡体制
図 3　勝浦市における緊急時連絡体制
（平成26年度勝浦市鳥獣被害防止計画より作成）
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も適応途中にあると考えられ、今後は木更津市役所の担当部署に獣害発生に関する情報が
集約されるようになるのではないかと考えられる。
5 ．有害鳥獣対策協議会
　有害鳥獣対策協議会とは、平成20年に施行された「鳥獣による農林水産業等に係る被害
の防止のための特別措置に関する法律」（鳥獣被害防止特措法）により、各自治体に設置
することのできる組織である。
　その活動内容は、被害防止計画の作成及び変更に関する協議、および防止計画の実施に
係る連絡調整、協議会の運営に関し必要な事項の決定であり、市町村のほか、農林漁業団
体、被害防止策の実施に携わる者並びに地域住民並びに学識経験者その他の市町村が必要
と認める者によって構成される。千葉県勝浦市、及び木更津市における対策協議会の構成
機関は以下の表のようになっている。
表 7　勝浦市有害鳥獣対策協議会構成機関並び役割
????????????
構成機関の名称 役割
いすみ農業協同組合 被害情報の提供
勝浦猟友会 有害鳥獣の捕獲実施
千葉県有害獣対策指導員1） 有害鳥獣関連情報の提供
被害防止対策の実施指導
千葉県鳥獣保護員2） 有害鳥獣関連情報の提供
勝浦市勝浦地区 被害情報の提供
勝浦市興津地区 被害情報の提供
勝浦市上野地区 被害情報の提供
勝浦市総野地区 被害情報の提供
勝浦市農林水産課 協議会に関する連絡調整
被害実態調査
（平成26年度勝浦市鳥獣被害防止計画より作成）
　　　　　　　　　　　　　　　　
1） 県によって任命され、各自治体に設置される。主な業務は被害対策技術の指導・普及、被害状況の
調査及びニホンザル・イノシシ・ニホンジカ出現状況等の調査。
2） 県によって任命され、各自治体に設置される。主な業務は鳥獣保護管理事業の事務補助、鳥獣保護
区、休猟区、猟区の巡視、狩猟関係法令の違反取締・指導など。
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表 8　木更津市有害鳥獣対策協議会構成機関並び役割
?????????????構成機関の名称 役割
木更津市役所 被害防止計画の策定
協議会事務局の運営
木更津市農業協同組合 被害状況の情報提供、対策
ぼうそう農業共済組合 被害状況の情報提供、対策
木更津市猟友会 有害鳥獣捕獲の担い手
地元区代表 被害状況の情報提供、対策
鳥獣保護員 野生鳥獣保護及び共存への助言と指導
（平成26年度鳥獣被害防止計画より作成）
　以上が、千葉県勝浦市、および木更津市における鳥獣被害対策協議会の構成機関と役割
である。協議会は基本的に鳥獣利害関係組織によって構成され、農林水産課によって運営
されている。
6 ．各自治体で行われている鳥獣対策協議会の概要
　以下は千葉県勝浦市、および木更津市における協議会で行われている審議会の概要と審
議会に出席した委員名簿である。尚、これら有害鳥獣対策協議会に関する資料は公表され
ていない資料であるが、各自治体の担当課から閲覧許可及び使用許可を頂き、本稿に使用
した。
表 9　勝浦市有害鳥獣対策協議会審議会概要
審議会名 開催日 議案
平成25年度勝浦市
有害鳥獣対策協議会
平成25年
6月25日
平成24年度事業の実績及び収支決算
平成25年度における各種事業計画（案）
及び収支予算（案）等
平成26年度勝浦市
有害鳥獣対策協議会
平成26年
3月25日
平成25年度事業の実績及び収支決算
平成26年度における各種事業計画（案）
及び収支予算（案）等
平成27年度勝浦市
有害鳥獣対策協議会
平成27年
7月21日
平成26年度事業の実績及び収支決算
平成27年度における各種事業計画（案）
及び収支予算（案）等
平成28年度勝浦市
有害鳥獣対策協議会
平成27年度事業の実績及び収支決算
平成28年度における各種事業計画（案）
及び収支予算（案）等
平成29年度勝浦市
有害鳥獣対策協議会
平成29年
6月28日
平成28年度事業の実績及び収支決算
平成29年度における各種事業計画（案）
及び収支予算（案）等
※平成28年においては議事録データの破損により開催日を確認できなかった。
（平成25～29年度勝浦市鳥獣被害対策協議会議事録より作成）
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表10　 平成25年度から平成28年度における勝
浦市有害鳥獣対策協議会延べ出席者
????????????
所属 役職
勝浦市猟友会会長 会長
勝浦市地区代表 副会長
勝浦市猟友会副会長 委員
鳥獣保護員 委員
鳥獣保護員 委員
上野地区代表 委員
興津地区代表 委員
勝浦地区代表 委員
総野地区代表 委員
有害鳥獣対策指導員 委員
夷隅農業協同組合 委員
農林水産課 委員
農林水産課有害鳥獣対策班 事務局
（平成25～29年度勝浦市有害鳥獣対策協議会議事
録より作成）
表11　木更津市有害鳥獣対策協議会審議会概要
審議会名 開催日 議案
平成25年度木更津市
有害鳥獣対策協議会総会
平成26年
3月27日
平成25年度事業報告
並びに歳入歳出決算報告の承認について
平成26年度事業計画（案）
並びに歳出予算（案）の承認について
役員改正について
その他
平成26年度木更津市
有害鳥獣対策協議会総会
平成27年
3月25日
平成26年度事業報告
並びに歳入歳出決算報告の承認について
平成27年度事業計画（案）
並びに歳出予算（案）の承認について
その他
平成28年度木更津市
有害鳥獣対策協議会総会
平成28年
6月21日
平成27年度事業報告
並びに歳入歳出決算報告の承認について
平成28年度事業計画（案）
並びに歳出予算（案）の承認について
規約改正について
役員の改選について
その他
平成29年度木更津市
有害鳥獣対策協議会総会
平成29年
6月27日
平成28年度事業報告
並びに歳入歳出決算報告の承認について
平成29年度事業計画（案）
並びに歳出予算（案）の承認について
その他
（平成25～29年度木更津市鳥獣被害対策協議会次第より作成）
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表12　 平成25年度から平成28年度における木更津市有害
鳥獣対策協議会延べ出席者
?????????????
出席者 役職
鳥獣保護員・木更津猟友会員 議長
木更津市農業協同組合経済部営農担当部長 副議長
木更津猟友会長 委員
木更津猟友会員 委員
木更津猟友会員・鳥獣保護員 委員
木更津猟友会員・鳥獣保護管理員 委員
畔戸区長 委員
久津間区長 委員
富来田地区区長会長 委員
富来田地区有害鳥獣対策委員会長 委員
中郷地区区長連合会長 委員
鎌足地区区長連合会長 委員
鎌足地区有害鳥獣対策委員会長 委員
東清川地区区長連合会長 委員
木更津市経済部長 委員
木更津猟友会有害鳥獣特別駆除隊長 会計
ぼうそう農業共済組合君津NOUSAIセンター長 監事
農林水産課職員 事務局
（木更津市有害鳥獣対策協議会出欠表より転載）
　協議会で例年行われているのは前年度の事業報告並びに収支決算の確認とその承認、今
年度の事業計画（案）とその収支予算（案）の確認とその承認である。鳥獣被害対策事業
では基本的に野生鳥獣の捕獲、また被害箇所への防護柵の設置が行われ、収入支出には捕
獲の際の報償金の支払いや県や国から支給される補助金が含まれている。
　また千葉県勝浦市、および木更津市における鳥獣被害対策協議会の委員は異動等によっ
て変更される場合があるが協議会に参加する組織は基本的に変わらない。しかし各委員が
どのような役職に就くかは自治体ごとに異なっている。
　また木更津市の場合、富来田地区と鎌足地区から有害鳥獣対策委員会会長が参加してい
るが、これは富来田地区と鎌足地区は木更津市の中でも特に野生鳥獣の被害にあっている
地区であり、それぞれの地区が独自に設立した有害鳥獣対策組織である。そのため木更津
市で活動している有害鳥獣対策組織として、協議会に参加してもらっているという（木更
津市農林水産課職員談）。
7 ．有害鳥獣対策協議会で行われている鳥獣被害対策の議論の分析
　上田他（2012）は狩猟免許所持者が免許更新を断念する要因を複数指摘し、地域での野
生動物による農業被害発生時、あるいは住宅地出没時にその対応の実施主体として期待さ
れている狩猟者の維持のための政策が必要であることを提言の中で言及している。
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　また赤星（2004）は衰退してはいるが農業が重要な社会基盤を担っている村落社会の中
で、害をもたらす野生鳥獣に対する村の「言い分」がどのように形成されるのかの分析を
行った。その分析の中では地域的な問題となっている「獣害」に対して、「沈黙」によっ
て好意的な部分が欠如した共通意見が外部へと表出されていることを指摘し、またその共
通意見が野生動物の駆除という対策の手段が正当化される土台になっていることを指摘し
ている。
　そこで現在、各自治体における獣害対策事業計画の作成、運営を行っている有害鳥獣対
策協議会において行われた議論を分析し、狩猟者や農業従事者を含めた地域住民の意見が
どのように汲み取られ、獣害対策の実施に影響を与えているのかを分析する。
7-1．有害鳥獣対策協議会から見える傾向
　本稿では協議会総会において行われた質疑応答の際のやり取りをもとに分析を行った。
　また有害鳥獣対策協議会総会の議事録を用いるにあたり、発言者の匿名化を行った。自
治体毎に複数の発言者を判別する必要があった場合、委員A、委員B、委員C…を当ては
めた。また発言者の匿名化に伴い、地区名の匿名化を行った。協議会メンバーの構成とし
て自治体ごとに複数の地区から参加している場合があり、判別をつける必要があったため、
地区毎にα地区、β地区、γ地区…を当てはめた。また協議会に参加していない個人名が
出た場合は（個人名）とし、特定の施設名等が出てきた場合、（分譲住宅地）、（保養施設）
などとした。
　また表15～21は平成25年度から平成29年度における有害鳥獣対策協議会総会で行われた
質疑応答をトピック毎に発言者と発言数についてまとめたものである。質疑応答のトピッ
クは捕獲単価（報償金）、獣害対策事業の支出、捕獲従事者数、その他の 4種類である。
本稿では主にその他を除外した 3種類のトピックを用いて分析を行った。ただし「11.協
議会の議論から垣間見える獣害対策の「言い分」」では、その他からも一部抜粋し分析を行っ
た。また各表のトピック毎に一行目の発言者を質問者とし、二行目を回答者とし、質問者
と回答者以外の総会参加者から発言が行われた場合、発言順に発言者を追加した。トピッ
ク毎の発言回数の計算については、議事録における発言者の切り替わりを発言一回とした。
7-2．有害鳥獣対策協議会総会出席者から見える傾向
　この節では勝浦市、および木更津市における有害鳥獣対策協議会で行われた議論の傾向
を協議会委員の出席傾向から分析する。
　表13と表14はそれぞれ勝浦市、および木更津市における平成25年度から平成29年度の協
議会総会への出席表である。ただし平成28年度勝浦市有害鳥獣対策協議会、平成27年度木
更津市有害鳥獣対策協議会においては議事録が取得できなかったため出席を確認できな
かった。また有害鳥獣対策協議会事務局として、農林水産課から複数人の参加が確認でき
たがこの表では統一して表記した。また有害鳥獣対策協議会に参加する鳥獣保護員（以降、
鳥獣保護管理員を含む）と有害鳥獣対策指導員であるが、鳥獣保護員は猟区の見回りといっ
た業務を行う関係上、猟友会員が任命されることが多く、一方で有害鳥獣対策指導員は電気
柵や金網といった防護柵の設置の指導を行う関係上、農家、あるいはそれら防護柵の設置に
詳しい人物が任命される。本稿の分析では鳥獣保護員の所属組織は猟友会であるものとした。
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　勝浦市有害鳥獣対策協議会総会における委員の出席から見える傾向については、表13を
見るに勝浦市猟友会に所属する委員の出席率は高く、地区代表についてはおよそ半数ほど
の出席率だったが、興津地区に関しては毎回の出席が行われていた。また有害鳥獣対策指
導員については、毎回出席が行われていた。夷隅農業協同組合からの委員については、お
よそ半数の出席率だった。勝浦市農林水産課については、事務局を担当していることから
どの年度においても出席が行われていた。
　以上から勝浦市においては協議会の運営に携わる協議会会長、および事務局は毎年出席
し、次いで猟友会、鳥獣保護員、有害鳥獣対策指導員といった獣害対策実施に携わる委員
の出席率が高かった。また地区代表や農業協同組合といった野生鳥獣被害を受け対策を要
望するような立場にある組織からの委員の出席率はおおよそ半数ほどであった。これらの
ことから勝浦市では有害鳥獣対策協議会という場においては、猟友会といった獣害対策の
実施関係者が議論の中心になっていると思われる。
表13　勝浦市有害鳥獣対策協議会総会出席表
所属 役職 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
勝浦市猟友会 会長 出席 出席 出席 出席
勝浦市地区代表 副会長 欠席 欠席 欠席 出席
勝浦市猟友会 委員 出席 出席 出席 出席
鳥獣保護員 委員 出席 出席 出席 出席
鳥獣保護員 委員 出席 欠席 出席 欠席
上野地区代表 委員 出席 欠席 出席 欠席
興津地区代表 委員 出席 出席 出席 出席
勝浦地区代表 委員 出席 欠席 欠席 欠席
総野地区代表 委員 出席 欠席 欠席 欠席
有害鳥獣
対策指導員
委員 出席 出席 出席 出席
夷隅農業
協同組合
委員 欠席 出席 欠席 出席
農林水産課 委員 出席 出席 出席 出席
農林水産課 事務局 出席 出席 出席 出席
※平成28年度に関しては、議事録データの破損により確認できなかった。
（平成25年度～平成29年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より作成）
　木更津市における有害鳥獣対策協議会総会の委員の出席率から見える傾向については、
表14を見るに協議会の運営に関わる委員、獣害対策の実施に携わる猟友会、および農業従
事者が所属する農業協同組合、農業共済組合といった組織からの参加者については高い出
席率を見せていた。一方で、鳥獣被害を受ける木更津市各地区からの委員においてはその
出席率にばらつきが見られた。
　以上から木更津市においては協議会総会の運営に携わる委員、および獣害対策の実施に
携わる猟友会、また独自に獣害対策委員を組織し獣害対策を実行している富久田地区、鎌
足地区から参加する委員による出席率が高かった。これらのことから、獣害対策の実施に
関わる委員が中心となって議論が行われていたと思われる。
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表14　木更津市有害鳥獣対策協議会総会出席表
所属 役職 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
鳥獣保護員／
木更津市猟友会
議長 出席 出席 出席 出席
木更津市
農業協同組合
副議長 出席 出席 出席 欠席
木更津市猟友会 委員 出席 出席 出席 出席
木更津市猟友会／
鳥獣保護員
委員 出席
木更津市猟友会／
鳥獣保護管理員
委員 出席
木更津市猟友会 委員 出席 欠席 出席 出席
木更津市猟友会 委員 出席 出席 出席
木更津市猟友会 委員 出席
畔戸区長 委員 欠席 欠席 欠席 欠席
久津間区長 委員 出席 出席 出席 出席
富久田地区区長会 委員 出席 出席 出席 出席
富久田地区有害鳥獣対策委員会 委員 出席 出席 出席 出席
中郷地区
区長連合会
委員 出席 欠席 欠席 欠席
鎌足地区
区長連合会
委員 出席 出席 出席 欠席
鎌足地区有害鳥獣対策委員会 委員 出席 欠席 出席 出席
東側地区
区長連合会
委員 出席 欠席 出席 欠席
木更津市経済部 委員 欠席 出席 出席 出席
猟友会有害鳥獣
特別駆除隊
会計 出席 出席 出席 出席
ぼうそう農業
共済組合
監事 出席 出席 出席 出席
農林水産課 事務局 欠席 出席 出席
※平成27年度以外の斜線部はその年度の参加が確認できなかった役職
（木更津市農林水産課より提供された資料より作成）
　以上、勝浦市、および木更津市における有害鳥獣対策協議会での各委員の出席率の傾向
を見た。会長や議長、事務局といった協議会総会の運営に携わる委員の出席率の高さは、
鳥獣被害対策を実施する上で協議会総会の成立が重要であるためだろう。また各地域での
獣害対策の実施に携わる猟友会、木更津市においては独自に獣害対策を行う地区からの委
員の出席率も高いことがうかがえた。一方で野生鳥獣による被害を受ける地区からの委員
の出席率はやや低めであったがそういった地区からの出席は誰かしら行われていた。これ
らの傾向から有害対策協議会という場は、獣害対策の実施に関わる委員が中心となってい
ることがうかがえた。
65
千葉県勝浦市および木更津市における獣害対策構築に関する行政資料の分析（福澤）
7-3．有害鳥獣対策協議会における発言から見える傾向
　この節では勝浦市、および木更津市における議事録での発言傾向から有害鳥獣対策協議
会の傾向を分析する。
　勝浦市有害鳥獣対策協議会総会における発言から見える傾向については、表15から表18
を見ると平成25年度から平成29年度の間で総計165回の発言が行われた。うち、年度毎では
平成25年度では猟友会所属者による発言が 7回、農林水産課職員による発言が 5回の計12
回行われた。平成26年度では猟友会所属者による発言が39回（うち鳥獣保護員によるもの
が19回）行われ、地区代表からの発言が 5回、農業協同組合所属者からの発言が 3回、農
林水産課職員からの発言が26回の計73回行われた。平成27年度では、猟友会所属者による
発言が19回（うち鳥獣保護員によるものが12回）、地区代表からの発言が15回、農林水産課
職員からの発言が16回行われ、計50回の発言が行われた。平成29年度では、猟友会所属者
による発言が15回（うち鳥獣保護員によるものが 6回）、地区代表からの発言が 7回、農林
水産課職員からの発言が 8回行われ、計30回の発言が行われた。また所属別に分けると猟
友会所属者によるものが計80回（うち鳥獣保護員によるものが37回）、地区代表によるもの
が計27回、農業協同組合所属者からの発言が計 3回、農林水産課職員による発言が計55回
行われた。以上から、勝浦市における協議会での発言は年度毎においても所属別において
も猟友会所属者によるものが最も多く、次いで農林水産課、地区代表となっていた。ただ
し農林水産課職員の場合、質疑に対して回答する立場であることから発言数が多くなった
と考えられる。以上のことから、勝浦市有害鳥獣対策協議会では猟友会、ついで地区代表
による発言によって自治体で行われる鳥獣被害対策に関しての議論が始められることが多
く見受けられた。また農業協同組合からの発言もあったが、質問を受けての応答という形で
行われたものであり獣害問題を議論するという場において積極的な発言は見られなかった。
これらのことから協議会の中での議論の主体は猟友会所属者らであることが見受けられた。
表15　 平成25年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会における発言概要
分類 発言者 所属 発言数
捕獲単価（報償金）
委員E 猟友会 2
事務局 農林水産課 1
会長 猟友会 1
小計 4
獣害対策事業支出
会長 猟友会 2
事務局 農林水産課 2
小計 4
捕獲従事者数 なし なし 0
その他
会長 猟友会 1
事務局 農林水産課 1
小計 2
その他
会長 猟友会 1
事務局 農林水産課 1
小計 2
合計 12
（平成25年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より作成）
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表16　 平成26年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会における発言概要
分類 発言者 所属 発言数
捕獲単価（報償金）
会長 猟友会 5
委員A α地区 3
事務局 農林水産課 1
小計 9
捕獲単価（報償金）
委員C 鳥獣保護員 2
会長 猟友会 6
事務局 農林水産課 4
委員A α地区 2
委員E ν農業協同組合 3
小計 17
獣害対策事業支出 なし なし 0
捕獲従事者数
委員D 鳥獣保護員 2
事務局 農林水産課 2
小計 4
その他
委員C 鳥獣保護員 2
事務局 農林水産課 4
会長 猟友会 1
委員D 鳥獣保護員 1
委員B 猟友会 1
委員G 農林水産課 1
小計 10
その他
委員C 鳥獣保護員 4
事務局 農林水産課 6
会長 猟友会 2
小計 12
その他
委員C 鳥獣保護員 1
委員D 鳥獣保護員 1
事務局 農林水産課 1
小計 3
その他
会長 猟友会 2
事務局 農林水産課 3
委員B 猟友会 1
小計 6
その他
委員C 鳥獣保護員 5
事務局 農林水産課 3
会長 猟友会 2
委員D 鳥獣保護員 1
委員G 農林水産課 1
小計 12
合計 73
（平成26年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より作成）
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表17　 平成27年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会における発言概要
分類 発言者 所属 発言数
捕獲単価（報償金）
会長 猟友会 1
委員A α地区 1
事務局 農林水産課 1
小計 3
獣害対策事業支出 なし なし 0
捕獲従事者数 なし なし 0
その他
委員C 鳥獣保護員 3
委員A α地区 3
事務局 農林水産課 5
会長 猟友会 2
小計 13
その他
委員D 鳥獣保護員 4
事務局 農林水産課 2
委員B β地区 4
小計 10
その他
委員D 鳥獣保護員 2
委員A α地区 1
事務局 農林水産課 2
小計 5
その他
委員A α地区 2
会長 猟友会 4
事務局 農林水産課 4
委員B β地区 2
委員C 鳥獣保護員 3
小計 15
その他 事務局 農林水産課 1
その他
委員B β地区 2
事務局 農林水産課 1
小計 4
合計 50
（平成27年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より作成）
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表18　 平成29年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会における発言概要
分類 発言者 所属 発言数
捕獲単価（報償金）
会長 猟友会 4
事務局 農林水産課 3
委員B 猟友会 1
委員C 鳥獣保護管理員 1
小計 9
獣害対策事業支出 なし なし 0
捕獲従事者数 なし なし 0
その他
委員A α地区 6
委員C 鳥獣保護管理員 3
事務局 農林水産課 1
副会長 γ地区 1
委員F 農林水産課 1
会長 猟友会 1
小計 13
その他
委員C 鳥獣保護管理員 2
事務局 農林水産課 1
小計 3
その他
事務局 農林水産課 2
会長 猟友会 2
委員B 猟友会 1
小計 5
合計 30
（平成29年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より作成）
　また表19から表21を見ると、木更津市における有害鳥獣対策協議会総会では平成25年度
から平成29年度で計47回の発言が行われた。うち、年度毎では平成25年度では猟友会所属
者による発言が 2回、地区代表による発言が 2回の計 4回の発言が行われた。平成26年度
では猟友会所属者による発言が 1回行われ、区代表からの発言が 1回、農林水産課職員か
らの発言が 2回の計 4回行われた。平成28年度では猟友会所属者による発言が11回（うち
鳥獣保護員によるものが 3回）、地区代表からの発言が14回、農林水産課職員からの発言
が14回の計39回行われた。また所属別に分けると猟友会所属者によるものが計13回（うち
鳥獣保護員によるものが37回）、地区代表によるものが計17回、農林水産課職員による発
言が計16回行われた。以上のことから木更津市では年度毎においても所属別においても所
属組織による発言数に大きな違いは見られなかった。ただし農林水産課職員の場合、質疑
に対して回答する立場であることから発言数が多くなったと考えられる。また農業協同組
合、および農業共済組合からも委員として参加しているが、平成25年度から平成29年度の
間では発言は見られなかった。以上のことから、木更津市では猟友会と地区代表の双方に
よって議論が行われていたと言えるだろう。
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表19　 平成25年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会における発言
概要
分類 発言者 所属 発言数
捕獲単価（報償金） なし なし 0
獣害対策事業支出 なし なし 0
捕獲従事者数 なし なし 0
その他
委員A ζ地区 2
議長 鳥獣保護員/猟友会 1
委員B 猟友会 1
合計 4
（平成25年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会議事録より作成）
表20　 平成26年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会における発言
概要
分類 発言者 所属 発言数
捕獲単価（報償金） なし なし 0
獣害対策事業支出
会計 有害鳥獣駆除隊 1
事務局 農林水産課 1
小計 2
獣害対策事業支出
委員E η地区 1
事務局 農林水産課 1
小計 2
捕獲従事者数 なし なし 0
その他 なし なし 0
合計 4
（平成26年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会議事録より作成）
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表21　 平成28年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会における発言
概要
分類 発言者 所属 発言数
捕獲単価（報償金）
委員D Θ地区 3
事務局 農林水産課 4
小計 7
獣害対策事業支出
委員A ι地区 9
事務局 農林水産課 5
議長 鳥獣保護員／猟友会 3
小計 17
獣害対策事業支出
委員D Θ地区 2
事務局 農林水産課 3
委員C
鳥獣保護管理員／猟
友会
2
小計 7
捕獲従事者数
議長 鳥獣保護員／猟友会 2
委員B 猟友会 1
委員C
鳥獣保護管理員／猟
友会
1
事務局 農林水産課 1
小計 5
その他
会計 有害鳥獣特別駆除隊 1
議長 鳥獣保護員／猟友会 1
事務局 農林水産課 1
小計 3
合計 39
（平成28年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会議事録より作成）
7-4．有害鳥獣対策協議会に見られる傾向
　以上、7-2、および7-3の分析から有害鳥獣対策協議会という場において議論の主体とな
るのは農業協同組合や農業共済組合といった農業従事者が多く所属する組織ではなく、猟
友会や鳥獣保護員といった獣害対策の実施主体となる組織や野生鳥獣による被害が多く出
ている地域の代表である傾向が見受けられた。このことから鳥獣被害対策の取り組みは農
業という職業の視点だけから扱われるのではなく、地域的な問題として捉えられ、対策が
取り組まれていると考えられる。
　また以下の章からは、有害対策協議会総会での発言をトピック毎に取り上げ分析を行う。
8 ．有害鳥獣対策協議会での有害鳥獣の捕獲単価（報償金）に関する議論
　野生鳥獣被害防止計画によって有害野生鳥獣として設定された野生鳥獣を捕獲した場
合、所定の手続きを経ることで捕獲従事者に報償金として金銭が支給される。表22は勝浦
市における捕獲単価（報償金）を、表23は木更津市における捕獲単価（報償金）を表した
ものである。それぞれ合計報償費が報償金として捕獲従事者に支払われている。表を比較
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すると勝浦市の場合、サルの捕獲単価には緊急捕獲事業費による上乗せがなく、木更津市
の場合、捕獲単価にカラスといった鳥類が含まれていないといった違いがあるが支払われ
る金額に大きな違いはなかった。
表22　 勝浦市有害野生鳥獣捕獲単価表（H28. 4 . 1～、単位：円）
市報償費
緊急捕獲事業
合計報償費
（国上乗せ）
イノシシ
成獣 7,000 8,000 15,000
幼獣 7,000 1,000 8,000
シカ
成獣 6,000 8,000 14,000
幼獣 6,000 1,000 7,000
サル
生体以外 8,000 0 8,000
生体捕獲 14,000 0 14,000
キョン
3,000
（H27は2,000）
1,000 4,000
小型獣
アライグマ 2,000 1,000 3,000
ハクビシン 2,000 1,000 3,000
タヌキ 2,000 1,000 3,000
鳥類 カラス 500 200 700
※サル（生体捕獲）は千葉県が生体調査を目的にサルに発信機をつけたもの。
 　または血液採取を行ったもの。
 （勝浦市農林水産課より提供）
表23　木更津市有害鳥獣捕獲単価表（単位：円）
市報償費 緊急捕獲事業
合計報償費
うち県負担 （国上乗せ）
イノシシ
成獣 6,000 3,000 8,000 14,000
幼獣 6,000 3,000 1,000 7,000
シカ
成獣 6,000 6,000 8,000 14,000
幼獣 6,000 6,000 1,000 7,000
サル
成獣 8,000 7,000 8,000 16,000
幼獣 8,000 8,000 1,000 9,000
キョン 2,000 2,000 2,000 2,000
小型獣
アライグマ 1,000 1,000 1,000 2,000
ハクビシン 1,000 1,000 1,000 2,000
 （木更津市農林水産課より提供）
　木更津市の場合、その中でも有害鳥獣特別駆除隊に所属している隊員にのみ報償金が支
払われている。また鳥類に関して捕獲単価（報償金）は設定されてない。これは「駆除さ
れた個体の確保が難しいため（木更津市農林水産課職員談）」である。例えば駆除した個
体が田んぼ等に入ってしまえば、そこから取り出すことが難しい。そこで市としては鳥類
には報償金を設定せず、駆除や追い払いの際にかかった弾代などの経費を負担している。
　次に有害鳥獣被害対策協議会では、猟友会所属者による捕獲単価（報償金）に関して発
言が行われる場合があった。
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　以下は、勝浦市で行われた際の発言を抜粋したものである。
委員 E（猟友会）： 猟友会です。（　中略　）キョンは網に掛かったり、ワナに掛かる
ということはまず無いです。（　中略　）人数を多数使い網を張っ
て追い込むなどで行っていますが、猟友会の方はできることなら
単価を上げてもらいたい。（　中略　）
 （平成 25年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より抜粋）
会長（猟友会）：α地区長さん、どこか被害出てるとかありますか。
（　中略　）
委員 A（α地区）： うちのはキョンですね。もう、うちで出るキョンは昼間でも逃げ
ませんね。なんかキョンってのは檻にかかんないですってね。
会長（猟友会）： やっぱりね、捕るのが大変なのに、この値段じゃ誰も捕らないですよ。
だから単価を考えていただきたいんです。
（　中略　）
会長（猟友会）： もう少し必死に考えていただかないとみんなもやる気が出ないと思
いますよ。
 （平成 26年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より抜粋）
会長（猟友会）： 緊急捕獲活動なんだけど、（　中略　）これサルの 8,000円ってのは
何で補助金がつかないんですかね。
（　中略　）
会長（猟友会）： 現場の状況としてはね、サルを銃で撃つのも難しいんですよ。出る
のは民家の周りとかね。（　中略　）やっぱり捕獲する気がなくなっ
ちゃいますよね。それでキョンもそうなんだよ。キョンも住宅の周
りしか出ないんだけど、出ても広いところに体が小さいしね、こな
いだ市の方に協力してもらって網で 1頭捕ったけど、これも大変で
すよ。
（　中略　）
委員 C（鳥獣保護管理員）： いいですか。網についてですけどね、今年から網が許可
になってキョンがぽつぽつかかってるんですけどね、（　
中略　）毎日見回るのも大変なんですよ。
 （平成 29年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より抜粋）
　また木更津市では、以下のような発言があった。
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委員 D（Θ地区）： もうひとつよろしいでしょうか。イノシシの処理費というのは君
津と木更津では一頭あたりどのくらい補助金が出ていますか。
（　中略　）
委員 D（Θ地区）： みなさんはほとんど例えば弾にせよ、Θ地区なんて昨年なんて猟
友会のメンバーが実費で出していたところがあったように聞いて
います。この件は皆さん知らないと思います。そういうところの
負担が猟友会にきていれば、知っている人からすればやりたくな
いと思います。他と比べたら捕獲数が少ないと言われたら、ここ
だけのせいにしているわけではないでしょうけど、そのところも
バックアップしていただけるんだったら増える可能性があるので
はないかと思っております。
 （平成 28年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会議事録より抜粋）
　以上が平成25年度から平成29年度にかけて勝浦市、および木更津市における有害鳥獣対
策協議会総会という場で行われた捕獲単価（報償金）に関する発言である。その多くは捕
獲を行う際の経費的な負担、体力的な負担、あるいは捕獲する上での技術的な困難さがと
もに語られ、それが捕獲実施への意欲に対して影響を及ぼすことが懸念されている。現在
の日本において狩猟は職業ではなく期間と方法、対象を法的に定められたレクリエーショ
ンとしての意味合いが強い。しかし獣害対策として実施される野生鳥獣の捕獲は、各自治
体の行政から依託された業務でもあり、どちらかといえば職業的な行為に寄ることになる
と言えるだろう。少なくとも捕獲事業をレクリエーションとして捉えることは難しい。そ
のことから義務や成果に対する心理的な責任感が狩猟者に発生すると考えられる。一方で
業務を委託された狩猟者に対して、仮に一年間で捕獲された数が目標に達しなくともそれ
に対してペナルティが発生することはない。だからこそ、如何に狩猟者の負担を減らし、
意欲を確保するのかがこの場で議論されていることが多いと考えられる。
　また有害鳥獣対策協議会の事務局を担当する各自治体の農林水産課職員もその労力、負
担に対して理解を示しており、同時にそれに対して報酬を支払おうとしている。そしてそ
の報酬は地域で問題となっている野生獣に対して捕獲の対価として設定することによって
支払われている。しかしそれは同時に、その地域で捕獲される野生動物の種類と数は捕獲
単価（報償金）によって左右されてもいることを示唆しているとも言えるだろう。
9 ．有害鳥獣対策協議会における獣害対策事業における支出（歳入歳出）に関する議論
　協議会総会という場では、捕獲単価（報償金）に加え、獣害対策事業を実施する上での
予算が質疑応答の中で取り上げられる場合があった。
　以下は、勝浦市有害鳥獣対策協議会総会での発言を抜粋したものである。
会長（猟友会）： それと収支予算（案）の数字を見ても国の予算が 3,326,000円でそれ
に手数料、県からの 200,000円。地元のあれっていうのは全然ない
のですか。
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 （平成 25年度勝浦市有害鳥獣対策協議会議事録より）
　また木更津市の有害鳥獣対策協議会総会では以下のようなやり取りが行われていた。
会計（有害鳥獣駆除隊）： Θ地区有害鳥獣対策委員会の負担金について、26年度の負
担額が 3万円であったが、予算額が 2万円になっているこ
とについて。
 （平成 26年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会議事録より）
委員 E（η地区）： η地区でヒヨドリの駆除を行っていたかと思うが、負担金等につ
いては。
 （平成 26年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会議事録より）
委員 A（ι地区）： 質問の内容というのは、歳出の部で獣類の予算額に対して決算額
が倍近く増えたので、前年度より捕獲数がすごく増えたという内
容で歳出が増えたということですか。
 （平成 28年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会議事録より）
委員 D（Θ地区）： Θ地区はイノシシとかハクビシンの頭数が増えているんですが、（　
中略　）（NHKの放送では）南房総だと木更津市はあまり（キョ
ンの）被害がないという地域になっていたが、県内では 4万頭も
いて北部だと柏とか松戸にもでている状況で、これだけいて実際
はないから予算は足りませんという状況が目に見えて出てくると
思うのですけどそういう対策は考えているのですか。
（　中略　）
委員 D（Θ地区）： イノシシが増えたから被害が拡大し、実際にはキョンも増えている、
それを加味して予算を作ったんですか。
 （平成 28年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会議事録より）
　以上が、勝浦市、および木更津市における有害鳥獣対策協議会総会で行われた予算に関
する発言である。「 8 .捕獲単価（報償費）」の際は、勝浦市での議論数は木更津市の場合
よりも多かったが、この事業における支出においては木更津市の方が発言される機会が多
かった。その違いをこの節では見てみたい。
　以下の表24から表27は有害鳥獣対策協議会における支出予算に関する表である。本来な
らば、平成25年度から平成29年度にかけて比較するべきであるが本稿を執筆時に取得でき
た範囲のデータを参考として載せたい。
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　表24は勝浦市、および木更津市の有害鳥獣対策協議会の収入予算である。表25は平成28
年度における両市の収入予算内訳である。表24、25から、年度ごとに金額は異なるが両市
とも鳥獣被害対策における予算は国や県から支給される補助金にその多くを頼っているこ
とがうかがえる。
　表26は勝浦市有害鳥獣対策協議会における支出予算である。鳥獣被害防止対策事業会計
は防護柵の設置費用に関する予算であり、鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業会計は捕獲
単価（報償金）に関する予算である。表27は木更津市有害鳥獣対策協議会支出予算である。
整備事業は防護柵の設置に関する予算であり、推進事業は罠の設置に関する予算、緊急捕
獲事業は捕獲単価（報償金）に関する予算である。
　これらの表からは協議会の支出の多くは、捕獲単価（報償金）や捕獲に関わる経費であ
ることがうかがえる。また表22、23の両市の捕獲単価（報償金）に大きな差はないことか
ら、この支出額の差は野生獣の捕獲数の差とも言えるだろう。
表24　有害鳥獣対策協議会収入予算 
（単位：千円）　　　　
平成28年度 平成29年度
勝浦市 13,048 15,147
木更津市 5,852 8,198
（平成29年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会資料、
および平成29年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会
資料より作成）
表25　平成28年度収入予算内訳 
（単位：千円）　　
勝浦市 木更津市
市補助金 27 299
国・県補助金 13,021 5,554
合計 13,048 5,852
（平成 29年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会資
料、および平成 29年度木更津市有害鳥獣対策協
議会総会資料より作成）
表26　 勝浦市有害鳥獣対策協議会支出予算
（単位：千円）
平成28年度 平成29年度
鳥獣被害防止総合対
策事業会計
390 1,826
鳥獣被害防止緊急捕
獲活動支援事業会計
12,658 13,321
合計 13,048 15,147
（平成 29年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会資料
より転載）
表27　 木更津市有害鳥獣対策協議会支出
予算（単位：千円）
平成28年度 平成29年度
整備事業 1,148 695
推進事業 597 1,404
緊急捕獲事業 4,658 6,099
合計 6,403 8,198
（平成29年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会
資料より転載）
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表28　勝浦市有害野生鳥獣捕獲実績
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
イノシシ 845 858 1,289 1,706
シカ 470 499 527 540
サル 62 50 49 96
キョン 202 504 443 521
小型獣 537 438 416 539
カラス 58 70 214 117
（平成25年度～平成28年度勝浦市有害鳥獣対策協議会資料より作成）
表29　木更津市有害野生鳥獣捕獲実績
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
イノシシ 236 497 558 753
シカ 22 31 30 21
サル 2 4 4 11
キョン 1 3 3 1
タヌキ 16 28 9 11
アライグマ 181 197 244
ハクビシン 18 64 62 42
ノウサギ 0 0 0 0
アナグマ 2
カモ 30 26 16 39
カラス 85 203 119 73
スズメ 472 589 519 355
ドバト 0 3 2 0
ヒヨドリ 47 354 124 223
キジ 58 34 24 40
（平成25年度～平成28年度木更津市有害鳥獣対策協議会資料より作成）
　表28、29はそれぞれ勝浦市、および木更津市における平成25年度から平成28年度にかけ
ての有害野生鳥獣捕獲実績である。各市で捕獲単価（報償金）が設定されている野生獣に
ついて見てみると、イノシシにおいては両市ともに増加傾向、シカにおいては勝浦市では
増加傾向、木更津市では維持傾向、サルにおいては勝浦市では維持傾向から増加、木更津
市では微増傾向にあった。しかし、勝浦市の捕獲数はどの種類も木更津市より多く、種類
によって木更津市の 2倍以上であった。以上のことから、年度の予算規模は年度間に行え
る獣害対策事業の規模や上限に影響を与えていると考えられる。
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表30　勝浦市有害野生鳥獣捕獲許可数
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
イノシシ 1,000 1,200 1,200 1,400
ニホンジカ 500 500 500 600
ニホンザル 85 85 90 90
キョン 120 400 500 500
小型獣 各200 各200 各400 各400
鳥類 各30 各30 各60 各120
（平成25年度～平成28年度勝浦市有害鳥獣対策協議会資料より作成）
表31　木更津市有害野生鳥獣捕獲許可数
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
イノシシ 600 600 600 600
シカ 30 60 60 60
サル 20 20 20 20
キョン 20 20 20 20
タヌキ 80 80 80 80
アライグマ 300 300 300
ハクビシン 100 100 100 100
ノウサギ 40 40 40 40
アナグマ 40
カモ 50 150 150 150
カラス 320 2,000 2,000 1,000
スズメ 2,000 2,000 2,000 1,000
ドバト 180 300 300 100
ヒヨドリ 340 360 360 360
キジ 100 100 110 110
（平成25年度～平成28年度木更津市有害鳥獣対策協議会資料より作成）
　表30、31はそれぞれ年度間の勝浦市有害野生鳥獣捕獲許可数、木更津市有害野生鳥獣捕
獲許可数である。これらも勝浦市の方が年度間の捕獲許可数は多い。また年度毎の捕獲許
可数の決定は、野生鳥獣による被害規模だけでなく、前年度の捕獲実績によるところも大
きいと考えられる。つまり、前年度実績の捕獲数が今年度でも実績として上げられるとい
う前提のもと年度毎の獣害対策事業が計画されていると言えるだろう。それが超過してし
まった、あるいは超過の可能性がある場合、翌年度の捕獲許可数を更に増やすことによっ
て対応されている。そのため毎年の予算も前年度の捕獲実績を達成する際に必要な金額が
最低でも求められていると考えられる。
　以上から、現行の獣害対策事業において年度間の罠の設置基数や捕獲数に強く影響する
のは事業予算の規模であることがうかがえた。それら予算の規模を決定するのは国や県か
らの補助金であり、また決定された予算の規模によって年度間で行える対策事業の規模や
上限が決まると言えるだろう。そのため有害鳥獣対策協議会総会という場で捕獲単価（報
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償金）と同じように事業支出に関するトピックも獣害対策の実施者によって議論の場に上
げらえたと考えられる。そして予算規模の低い木更津市ではその機会が多かったのではな
いだろうか。
10．有害鳥獣対策協議会における捕獲従事者数に関する議論
　現在、日本では獣害の増加が社会的な問題として取り上げられ、その獣害増加の要因の
一つとして狩猟者の減少が上げられている。それは獣害対策を実施する上で、狩猟者の存
在が重要であると捉えられているからである。そこで両市においてどのような発言が行わ
れたのかを見てみたい。
　以下は有害鳥獣対策協議会総会で行われた捕獲従事者数に関する発言である。
委員 D（鳥獣保護員）： 今いろいろ事業やってるわけですけど、捕獲従事者の育成っ
ていうのは市はどのように考えてますかね。だいぶ皆さん高
齢になってきているし。
（　中略　）
委員 D（鳥獣保護員）： よその事例だと若い女の人が来てるってことも聞くからよく
勉強していただいて、受け入れに取り組んでいただきたい。
わなの方も補助金出すとかさ、農家の人が取りやすいように。
 （平成 26年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より）
議長（鳥獣保護員／猟友会）： 私の方から提案ですが、前年度のイノシシの捕獲数も
500頭を超えております。この捕獲に従事されている
方は 7～8名で、高齢化が進んでおります。現状での体
制では何年出来るか判りませんので、協議会としても
できましたら早急にこれからの方策をお考え願いたい
のですが。（　中略　）
委員 B（猟友会）： 意見ということでもないけど猟友会、猟友会と言われても手いっ
ぱいで、やめる人ばっかりで入る人がいないからやる人がいなく
なるので、各地区、地元それぞれで対策していただけると助かり
ます。
委員 C（鳥獣保護管理員／猟友会）： Θ地区では農業に従事する 3人が仲間に入れて
欲しいとの話があり、免許取って我々と今年か
ら一緒に活動するということになっています。
（　中略　）我々とすればできるだけ若い人た
ちが一緒に仲間になって一緒に活動してくれる
ような人がいればみんな喜んで一緒に担当した
いと思っていますので、そこのとこは活動でま
た入りたいというかたが協議してもらえれば幸
いかなと思っております。
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 （平成 28年度木更津市有害鳥獣対策協議会総会議事録より）
　勝浦市、木更津市双方で取り上げられている問題が銃猟免許所持者の高齢化であり、新
規参入者の少なさである。これは日本全国の獣害対策の現場で共通してあげられる問題と
言えるだろう。そのため、猟友会員の減少とそれに伴う捕獲従事者の減少、現在の鳥獣被
害対策の体制を維持できるかどうかが懸念されている。特に猟銃免許所持者は免許の取得
の難しさもあり獣害対策の中では、追い払いや一斉捕獲の際にも猟銃が用いられているこ
とから獣害駆除活動の中で、銃猟による活動も今後の獣害対策を実施する上で重要である
と考えられていると思われる。
表32　勝浦市における有害鳥獣駆除従事者数（人）
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
銃器及びわな 12 14 13 12 12
銃器のみ 2 2 2 2 2
わなのみ 30 27 27 27 30
小計 44 43 42 41 44
他市町村（応援） 5 5 6 6 6
合計 49 48 48 47 50
（勝浦市農林水産課より提供）
　しかしその一方で表32から見ると勝浦市の捕獲従事者数は維持されていることが分か
る。狩猟者の高齢化に伴い、猟銃免許所持者数の減少が今後考えられるが、罠免許につい
ては比較的取りやすく免許取得の際の行政的な支援もあり、今後も維持、あるいは微増の
傾向になるとも考えらえる。
表33　木更津市猟友会員数推移（人）
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
木更津猟友会員 43 43 44 43 53
（木更津市農林水産課より提供）
表34　平成29年度木更津市有害鳥獣捕獲従事者数（人）
平成29年度
木更津市有害鳥獣特別駆除隊 25
その他 17
合計 42
（木更津市農林水産課より提供）
　表33は木更津市猟友会員数の推移である。表34から平成29年度における木更津市の有害
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鳥獣捕獲従事者数は25名であることから例年、20名前後の猟友会員が捕獲従事者として捕
獲業務に従事していると考えられる。本来、表28勝浦市有害鳥獣駆除従事者数と比較する
ためには木更津市においても従事者数の推移を示した表を用いるのが妥当であるが、本稿
の執筆時に取得できたデータの中で参考として取り上げた。
　また表29の木更津市猟友会員数の推移において、平成28年度までは維持傾向にあったが
平成29年度においては会員数が増加している。これは平成28年度木更津市有害鳥獣対策協
議会総会議事録から、農業従事者を中心とした地域住民が新規に罠免許を取得し、捕獲従
事者として参加するために猟友会に所属しているものと考えられる。
　上田他（2012）は狩猟免許所持者の免許の更新を辞める要因を調査した際、罠免許所持
者の取得から更新停止までの年数が銃猟免許の場合よりも短いことを指摘し、また罠免許
所持者の更新停止の理由として「鳥獣被害防止の効果を実感できなかったため」があるこ
とを示した。しかし木更津市のやり取りから見られるように、鳥獣被害防止のために新規
に罠免許を取得した者でも猟友会に所属し共通の目的を持った集団の中で捕獲活動を行う
ということは、免許の更新停止の理由を排除できないにしても免許更新を継続する理由と
なるのではないだろうか。また上田他（2012）のように狩猟者の減少による獣害対策の効
果の減衰を懸念する指摘もあるが、表28、29が示すように有害野生鳥獣の捕獲実績は年々
増加傾向にある。これは千葉県に生息する野生獣の個体数の増加とともに捕獲の多くが罠
による捕獲であることから、罠免許の新規取得者が増えていることも捕獲実績が年々増加
している理由として挙げられるだろう。
11．協議会の議論から垣間見える獣害対策の「言い分」
　赤星（2004）は獣害対策を実施する上での土台となる根拠として、農業を中心とした人々
による野生鳥獣への「害獣」視が強調された「言い分」があることを指摘していた。
　そこでこの節では、鳥獣被害対策に関わってくると思われる意見が有害鳥獣対策協議会
という場でどのように表れてくるのかを見ていきたい。
委員 B（猟友会）： （　中略　）民家の近くで猟銃撃ったら大変ですよ。でせっかく捕っ
てあげたと思ったらキョンかわいそうにって言われちゃうんですよ。
 （平成 29年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より）
　勝浦市の平成29年度の協議会では、捕獲従事者という立場からの語りがこぼされている。
この語りからは地域で「共有された」意見から「沈黙」によって排除された個人の意見が
垣間見える。地域の「言い分」を根拠として行われる獣害対策であるが、その実施者たち
は地域住民とのやり取りによって「言い分」から排除された、野生動物に対して好意的な、
あるいは同情的な意見とぶつかってしまうという事態が起こっていると考えられるのである。
　また捕獲の際の労力とはまた異なる視点でキョンの捕獲単価に関する議論が行われるこ
とがあった。
委員 E（猟友会）： （　中略　）先日散々テレビの放送がありました。（キョンの）発
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祥地が勝浦。勝浦の人間からしたら物凄くひどい話ですよね。出
来れば勝浦自体が頑張ってもらわないといけないですよね。（　中
略　）絶滅させるようなつもりでやらなくてはいけないと猟友会
としては頑張るつもりで出来ますけれども（　中略　）。
 （平成 25年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より抜粋）
委員 C（鳥獣保護員）： テレビでキョンも勝浦のキョンってやってるじゃないですか。
風評被害すごいとおもいますよ。先々市としても困るんじゃ
ないですかね。（分譲住宅地）とか。
（　中略　）
委員 C（鳥獣保護員）： （分譲住宅地）はね、管理者のほうはノータッチですよね。で、
地域住民は捕獲してほしい人と自然でいいって人がいるから、
だから管理人はもうノータッチ。（　中略　）（保養施設）の
ほうのオーナーもそういう人だよね。
事務局（農林水産課）： （保養施設）のオーナーは自分たちが山を切り開いて入っていっ
てるんだから掘られたら埋めなおせばいいって考えですよね。
 （平成 26年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より）
　以上が勝浦市有害鳥獣対策協議会であったキョンに関するやり取りである。ここでは先
の捕獲単価（報償金）の時とは異なる狩猟者の意見が見られた。千葉県における新たな害
獣として取り上げられるようになったキョンであるが、それは勝浦市でかつて経営されて
いた行川アイランドが閉園した際、飼育されていた何頭かが逃げ出したためであると考え
られている。現在、狩猟者が獣害対策を行う根拠として、その地域で共有された「言い分」
が土台に存在する（赤星 2004）が、それは被害という視点が強調されたものである。し
かし、そういった「言い分」とは異なった狩猟者の「意見」―ここではキョン被害の発端
というような風評への抵抗である―によって、キョンの捕獲の必要性が補強されている。
そのため有害鳥獣対策協議会という場において、キョンへの捕獲の必要性がより強く訴え
られ、必要となるだろう捕獲単価（報償金）について隣接市と比較しながら議論が行われ
ていると考えられる。
　また有害鳥獣対策協議会では、有害野生鳥獣ではない野生生物に関して発言が行われた
場合があった。以下はその抜粋である。
委員 A（α地区）： （　中略　）それで動物が多いってことはヤマビルが出てね、困っ
てると。自宅の周りにもキョンが出てるんでそうするとヒルもつ
いてきちゃってね。キョンはあれ、おなじとこにいつもいますかね。
委員 C（鳥獣保護管理員）： キョンは（　中略　）大体テリトリーに 2頭でいますよ。
それでヒルは農家の人が草ぼうぼうにしてあるでしょ。
そうして湿ってるとどうしてもね。
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（　中略　）
委員 A（α地区）： こないだの教育委員会の会議でもね（ヒルの話題が）出たんです
けど、小学校の校庭の山側行くなって言ってるんですよ。ヒルが
いてね。（　中略　）
（　中略　）
委員 F（農林水産課）： 私が確認してるのは沿岸地域の区民の方が一日清掃のときに
ヒルにやられちゃって一日清掃の時のヒル対策として配った
らどうかって質問だったと思います。
 （平成 29年度勝浦市有害鳥獣対策協議会総会議事録より）
　このやり取りの中ではヒルについて取り上げられている。ヒルは現在の鳥獣被害防止計
画の中では取り上げられておらず、獣害対策の対象とはならない野生生物と言えるだろう。
このやり取りの中ではヒル被害の参考となるような話がされており、獣害対策の対象とな
るような鳥獣被害とは異なる場面が例として挙げられながらヒルの被害が共有されてい
た。これは鳥獣被害対策の中にまだ含まれていない野生生物が、被害をもたらすものとし
て協議会総会という場の中でどのように意見が共有化されていくのかという過程を示して
いるのではないだろうか。
12．「狩猟者減少」社会における鳥獣被害防止体制に関する考察
　有害鳥獣対策協議会は狩猟者、地区代表、農業関係組織、市農林水産課によって構成さ
れている。今回、取得した議事録の中では基本的に狩猟者、地区代表から発言が行われて
おり、農業協同組合や共済組合といった農業関係組織からの発言はほぼ見られなかった。
この事から狩猟者からの要求・要望は猟友会を通して、農業従事者からの要求・要望は各
地区代表を通して協議会総会の中で共有され、そうすることによって地区単位での実施計
画の修正が行われていると考えられる。
　また今年度、どの程度の個体数を捕獲するべきなのかということに関して参考となるの
は農業被害といった統計情報よりも前年度の捕獲実績によって左右され、被害の認識のし
やすさ、あるいは報償金申請手続きに必要な駆除個体の確保のしやすさという点から有害
野生鳥獣の駆除は鳥類よりも獣類が重視され進められている。また捕獲の際にかかる費用
や報償金は獣害対策事業の予算から支給されることから、これらの予算の規模によって各
自治体で行える一斉捕獲の実施回数や罠の設置基数や設置個所の上限が決定されると言え
るだろう。獣害を引き起こすとされる野生獣は広域的に活動していることから、こういっ
た捕獲対策の活動が年間でどの程度行えるかが捕獲事業の実績に繋がると考えられる。ま
た銃猟免許所持者の免許返納など、捕獲従事者の減少に関する発言がいくつか見受けられ
たが、一方で捕獲実績は年々増加傾向にあった。すなわち狩猟者の減少が必ずしも被害対
策の実効性の低下に繋がらないこと、また捕獲従事者自体も行政による免許取得の支援等
によって罠免許を中心に微増傾向あることから、獣害対策事業による様々な補助もあるに
しろ狩猟者が減少していると言われる昨今でも野生鳥獣の捕獲数という点では増加傾向に
あることが示唆された。
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　以上から獣害対策事業における捕獲実績の増減を左右する要因は前年度の捕獲実績であ
り、捕獲許可数は基本的に前年度の捕獲実績に合わせて設定される。そして国・県からの
補助を含めた年間の予算がどの程度の規模で組めるのかによって年間の獣害対策事業の規
模が決定されることが伺えた。
　またかつて獣害対策の実施を要望するのは農業被害にあった農業従事者であり、それを
受けて各地域の自治体が獣害対策を行っていた（赤星 2004）。しかし現在、野生鳥獣によっ
てもたらされる被害の種類は拡張され、農業被害を指すだけではなくなっており、その地
域で生活する人々を対象とした人身被害や環境破壊もまた獣害として取り上げられるよう
になった。各々の自治体獣害対策の計画の作成者は各自治体の行政であり、猟銃や罠によ
る野生動物の捕獲は日本の狩猟法制度上、狩猟免許所持者でなければ行えないため、獣害
対策事業の立案や実行は行政や狩猟者が中心となって行われる。しかし、だからと言って
行政や狩猟者が各々の都合を優先して獣害対策を行っているわけではない。農業従事者を
含めた地区住民の獣害対策に関する「意見」が有害鳥獣対策協議会という場に共有される
ことにより、地区住民の「意見」を踏まえた獣害対策が実行されていることがうかがえた。
13．有害鳥獣対策政策への提言
　獣害対策に伴う野生鳥獣への「言い分」とは、被害により好意的な個人の意見が「沈黙」
されることによって排除され、被害をもたらす野生鳥獣に対する不満や不安によって構成
されたものである（赤星 2004）。
　上述のように現在、野生鳥獣の捕獲実績は年々増加傾向にある。そして各自治体の獣害
対策事業を実施する上で重要となるのが当該年度の予算であり、その予算の多くは国や県
からの補助金によるところが大きい。しかし表 5、 6にあるように必ずしも農業被害の規
模によって国や県からの補助金額が決定するわけでもないことが見て取れる。本稿では補
助金額が適正かどうかを問うことはしない。しかし、この被害と補助金額の差からは、全
国で問題となっている鳥獣被害の基準として扱われる農業被害が必ずしも対策に必要な補
助金の支給に反映されているわけではない、という矛盾を示しているように思われる。つ
まり、その年に必要と思われる補助金の取得は、各自治体の持つ政治力のようなものに左
右されるということなのではないだろうか。また捕獲従事者が年間で行える対策実施にも
限度があるだろう。しかし現状のように前年度の捕獲実績の増加によって今年度求められ
る野生鳥獣の捕獲数が増加しつづけるのならば獣害対策実施に伴う予算と負担が膨れ上が
るのではないだろうか。
　また両市とも今後の展開として広域的な獣害対策の連携を視野に入れている。獣害対策
がその地域で生活する狩猟者や農業従事者を含めた住民の「言い分」を踏まえて行われて
いるとするなら、広域的な連携は広域的な被害を共有することとも言え、野生鳥獣への被
害意識をより強めた「言い分」を形成するとも考えられる。だからこそ自治体は今一度、
地域にとって野生動物はどういう存在なのかということを整理する必要があるのではない
だろうか。そうでなければ、被害をもたらす野生鳥獣に対するより強くなった「言い分」
により、捕獲行為はより後押しされ、年々、必要となる予算が大きくなり続け、自治体や
狩猟者に掛かる負担が必要以上に増すということも考えられる。
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